
別紙１（別記様式第１、３関係）
事業実施計画（１・２号事業用）
団体名：　　　　　　　　　　　　　　
１．事業実施予定期間：平成　　年　　月　　～　　平成　　年　　月
２．地方公共団体実行計画の策定年度
	地方公共団体実行計画
	策定・改定年度
	計画期間

	事務事業編
	平成   　年度（西暦　　　年度）
	　　　年

	区域施策編
	平成   　年度（西暦　　　年度）
	　　　年


注：策定年度（改定している場合は最新の改定年度）又は予定年度のいずれかを記入すること。予定年度の場合は、年度の後に「（予定）」と記入すること。
３．事業対象の計画名

	事務事業編・区域施策編
	


注：該当するものに○をつけること。事務事業編及び区域施策編の両方を事業対象とする場合は、両方の計画名を記入すること。
４．事業費等
	事業概要
	事業費
	負担区分
	補助割合
	備考

	
	
	国庫補助金
	市町村費
	その他
	
	

	（１）地方公共団体実行計画（事務事業編）案件形成支援事業
	円
	円
	円
	円
	定額
（上限500千円）
	

	（２）地方公共団体実行計画（区域施策編）案件形成支援事業
	円
	円
	円
	円
	
	

	計
	円
	円
	円
	円
	
	


注１：各欄とも消費税及び地方消費税相当分を含んだ額を記入すること。

注２：負担区分の「その他」の欄には、寄付その他収入を記入すること。
５．地方公共団体実行計画の現状・到達目標

	（１）現状（実施状況、体制等）

	（２）将来的な到達目標



	
	


 　
６．地域低炭素化案件形成支援事業の実施方針等
	（１）到達目標に向けた事業実施方針

（２）他の関連施策との調整・連携についての状況・方針


	（３）事業実施体制


	
	


注１：地方公共団体実行計画の到達目標を踏まえ、事業実施の必要性・目的等について具体的に記載すること。
注２：事務事業編においては総合計画、公共施設等総合管理計画や地域森林計画等、区域施策編においては都市計画、農業振興地域整備計画等との調整・連携についての
状況・方針を記載すること。

注３：地域低炭素化案件形成支援事業を実施するに当たって、関係部局、事業者、住民等を含めた実施体制について記入すること（図を使った表記も可）。
　

７．専門人材の招聘計画

	協力専門団体名
	招聘時期・回数
	助言内容
	備考

	
	      　年　　月
（　　　　　回）
	
	

	
	
	
	

	
	      　年　　月
（　　　　　回）
	
	


注１：協力専門団体及び助言内容は環境省総合環境政策統括官が別途定めたリストを参照すること。
注２：協力専門団体が複数の場合は行を追加し、団体ごとに分けて記載すること。
８．事業内容の評価・検証の方法
	

	


注：本事業の効果及び妥当性、地方公共団体実行計画の到達目標に対する寄与度等を評価・検証する方法について具体的に記入すること。
別紙２（別記様式第１、３関係）
事業実施計画（３号事業用）
団体名：　　　　　　　　　　　　　　
１．事業実施予定期間：平成　　年　　月　　～　　平成　　年　　月
２．実行計画策定率と対象計画
	都道府県及び管内市町村の
地方公共団体実行計画の策定率
	対象とする計画

（該当計画に○を記入）

	事務事業編
	％
	

	区域施策編
	％
	


注１：策定率は「地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト」を参照すること。
注２：両計画を事業対象とするときは両方に○を入れること。
３．事業費等

	事業概要
	事業費
	負担区分
	補助割合
	備考

	
	
	国庫補助金
	都道府県費
	その他
	
	

	（３）都道府県による市町村等の地方公共団体実行計画策定・実施支援事業
	円
	円
	円
	円
	定額
（上限1,000千円）
	


注１：各欄とも消費税及び地方消費税相当分を含んだ額を記入すること。

注２：負担区分の「その他」の欄には、寄付その他収入を記入すること。
４．管内市町村における地方公共団体実行計画の現状・到達目標
	（１）現状（策定状況、都道府県の同計画との親和性等）


	（２）将来的な到達目標



	
	


 　
５．地域低炭素化案件形成支援事業の実施方針等

	（１）到達目標に向けた事業実施方針

（２）他の関連施策との調整・連携についての状況・方針


	（３）事業実施体制


	
	


注１：地方公共団体実行計画の到達目標を踏まえ、事業実施の必要性・目的等について具体的に記載すること。

  　 注２：事務事業編においては総合計画、公共施設等総合管理計画や地域森林計画等、区域施策編においては都市計画、農業振興地域整備計画等との調整・連携についての
状況・方針を記載すること。
  　 注３：地域低炭素化案件形成支援事業を実施するに当たって、市町村等を含めた実施体制について記入すること（図を使った表記も可）。
　

６．専門人材の招聘計画

	協力専門団体名
	招聘時期・回数
	助言内容
	備考

	
	      　年　　月
（　　　　　回）
	
	

	
	
	
	

	
	      　年　　月
（　　　　　回）
	
	


注１：協力専門団体及び助言内容は環境省総合環境政策統括官が別途定めたリストを参照すること。
注２：協力専門団体が複数の場合は行を追加し、団体ごとに分けて記載すること。

７．事業内容の評価・検証の方法

	

	


注：本事業の効果及び妥当性、地方公共団体実行計画の到達目標に対する寄与度等を評価・検証する方法について具体的に記入すること。

